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飼料メーカーの立場からの課題の提言 
 

昭和産業株式会社 飼料畜産部 

飼料原料課長 多田井 友揮 

 

１. 本年の状況 

主食用米の価格上昇等により、飼料用米の単価が最大 3 円/kg 程度上昇。これに伴い、飼料用米の作付面

積は13%減少し、契約数量も相応減少している。 

 

2. 全国生産目標110 万トンに向けた課題 

 

①インフラ整備等によるコストダウン 

 飼料メーカーの数量拡大に向けて、更なるコストダウンが必要。特に飼料用米は売買価格が低いため、輸

送コスト・保管コストが大きく、利用促進を阻害する一因となっている。 

課題解決のために、飼料用米の生産地を飼料コンビナートの近隣に集約するような誘導策も望まれる。 

 

②飼料用米を使用している畜産物の更なる普及・拡大 

弊社グループでは、国産飼料原料にこだわった卵「和のしずく」、東京家政大学の学生が考案した飼料用米

を使用した「こめたまご」を使用した卵メニューをラベルに謳った「たまごのある暮らし」、もみ米を使用

した雛への飼料「こめっ娘シリーズ」等の販売を実施している。 

消費者に対して、飼料用米の使用意義である自給率向上や水田保持など継続して訴え、畜産物の特徴を継続

して発信し、認知を広げることによる需要拡大が必要。 

 

③耕畜連携の推進 

 畜産生産者は家畜排せつ物の処理に苦慮している。一方で、飼料用米生産者は生産コストを下げることが

必要となる。 

 双方にメリットがある飼料用米の水田に家畜堆肥を還元する耕畜連携の取組を弊社で開始しているが、

取組拡大に苦慮している。取組拡大に向けて、生育面、物流面、労力、コスト面がネックになっている。一

方山口県で、養鶏場で出た鶏糞を飼料用米の水田に1 トン/10a 撒くことで反収が880kg/10a 出る取組

が一般化しており、取組を普及することで、全国でも同様の展開ができる可能性があると思われる。 

 

④情報提供の充実 

 飼料用米の契約は毎年 6 月に行なわれるが、生産見込み数量等の参考となる客観的な情報がなく、当事

者間で手探り状態にて契約をしている。 

 具体的な生産動向、指標価格等の客観的な情報提供が望まれる。  

 

以上の課題を1 つ1 つ解決することにより、生産目標に近づくと思いますが、安定的な生産のために、政

府支援が将来的に継続されることが必要と考えます。 

 

以上 
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資材メーカーの立場からの課題の提言 

～ 飼料用米の屋外・常温保管ユニットの普及課題 ～ 

 

 

太陽工業株式会社 物流システムカンパニー 

マーケティング室長 西村 哲 

 

【実証報告】 

１．2017 年3 月 日本飼料用米振興協会主催 

  「飼料用米普及のためのシンポジウム２０１７」にて 

  【飼料用米の保管手段の低コスト化研究報告】発表 

   ※共同実証・・・東京農業大学畜産マネジメント研究室（籾米）三重県農業研究所（玄米） 

   ※発表資料・・・弊社ホームページに掲載 

     

<https://www.taiyokogyo.co.jp/dcms_media/other/shiryouyoumai_presentation.pdf> 

   ※展示・・・屋外保管用【ＴＢＯランニングコンテナ】・製品パネル 

 

２．ユニット（資材組合せ）での常温・屋外保管が可能 

 ①防水性・耐久性・密封性のあるTBO ランニングフレキシブルコンテナ ※耐用年数15 年 

 ②底部の水切り促進と腐敗防止が可能な樹脂パレット ※耐用年数10 年 

 ③雨水侵入防止と紫外線対策の屋外保管用（クロスラム）シート ※耐用年数3 年 

 ④地面を固化し雑草対策も兼ねたコンクリートキャンバス ※耐用年数15 年 

 

３．実証結果 

 ■籾米水分率14％、玄米10％とも水分率の上昇は僅か（約1%） 

 ■カビ発生なし（注1） 

 ■鳥獣被害なし 

 ■飼料成分も変化なし 

 ■ランニングコンテナの耐候（強度）劣化なし（注2） 

  ※注1：アフラトキシンＢ１、ゼアラレノン、デオキシニバレノールを検査（食環境衛生研究所） 

  ※注2：詳細は弊社ホームページに掲載 

 

４．コスト比較 

 ①ワンウェイフレコン 

  保管・入出荷￥13＋運賃￥1～5＋集約保管等経費￥3+フレコン代￥2＝計￥19/㎏ 

  ※出展：Ｈ27 年度 農研機構シンポジウム 

 ②屋外保管ユニット 

  【籾米800kg】【玄米1000 ㎏】と重量が異なるが、資材費用のみは計￥15/㎏が目標 

  ※管理運用コストを含まず 

  ※畜産農家での飼料運搬車への飼料用米投入が前提 
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【今後の課題】 

１．購入者が各地区によって異なるため、当社だけでは製品提案が 

   十分にできず、普及活動も停滞 

    ※当社製品は製造業界で使用されているため農畜産分野は営業範囲外 

    ※当社担当者の訪問によるニーズ抽出も困難 

２．リユース管理が必要 

    ※使用後の回収～洗浄・メンテナンス～空袋保管～納品 

３．広域流通ではなく、地域流通に限定 

    ※ランニングコンテナの回収が必要 

４．購入（イニシャル）コストが大きい 

    ※製造業界ではリース販売を実施しているが、リユース管理者設置が前提 

５．交付金対象となっていない 

    ※保管ユニットは設備ではなく資材 

 

これらについて実績がありません。 
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意見交換会（質疑応答） 
 

司会 信岡 誠治 

 

参加者から事前に寄せられた質問項目 

 

●平成３１年度以降の飼料用米に係る助成金（水田活用の直接支払交付金）の単価は現状のまま維持される

のか。 

変更がある場合、どのように変更されるのか。 

 

 

●飼料用米の今後の生産・需要の見通し 

 

 

●生産調整の見直しによって「深掘り」という言葉はなくなり、飼料用米の生産を減らす動きもありました。 

今後はどうなるのでしょうか。 

 

 

●外国産濃厚飼料（トウモロコシ）と国産の飼料用米の価格差に関しての情報、国内で飼料用米を導入した

農業生産法人の成功事例などをお聞きしたいです。 

 

 

●来年度の生産動向予測、見込。農水省の今後の推進意欲は？ 

（他の補助政策にシフトしていくのではないか） 
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米需要見通し算定「年８万トン減」見直し 

人口減踏まえ検討 農水省  2018年11月15日（木） 日本農業新聞 

 

 農水省は毎年産の主食用米の需要量の見通しを算定する際、前提条件としてきた毎年約８万トンの需要減の減

少幅を見直し、２０１９年産から、拡大させる方向で検討に入った。国内人口が減少局面に転じたことを踏まえ、

消費減退の加速が避けられないと判断した。同省の需要見通しは、各産地が主食用米の作付け規模を判断する際

の基準となるものだけに、丁寧な検討が不可欠になる。 

 同省は毎年１１月末の食料・農業・農村政策審議会食糧部会で、翌年産の主食用米の需要見通しと、需要見通

しを踏まえ需給が安定する生産量の目安として、適正生産量を示している。これまで、１９９６年から直近年ま

での実際の需要量から、毎年の需要量の減少ペースを約８万トンと算出。出来秋の需給動向も踏まえ、翌年産米

の需要量の見通しを示してきた。 

 だが、１７年産までの３年間の需要は、年平均で１４万トン強減るなど、需要減は加速している。１８年産で

は農水省は昨年１１月時点で、需要を７４２万トンと見通したが、１７年産の実際の需要量７４０万トン（速報

値）を上回る水準だ。流通関係者らからは、実態と懸け離れているとの指摘が出ている。 

 こうした状況を受け、同省は１９年産米から、年間の約８万トンの需要減のペースをより大きくして、需要量

の見通しを示す方針。日本の総人口は０８年をピークに減少に転じ、「年間の人口の減少数に一人当たりの米消費

量を掛け合わせて単純計算しただけでも、需要は２万トン以上減る」（政府関係者）。こうした状況を十分加味し

て、需要減のペースを算定し直す。 

 １８年産米で同省は、需要量の見通しを踏まえ、適正生産量を７３５万トンに設定。各産地はこれを参考に生

産の目安を設けて作付けし、生産量は７３３万トンとなる見通し。 

 １９年産で需要量がより厳しく見通されれば、その分、適正生産量も絞り込む必要が出てくるが、１９年産は

生産調整見直し２年目で、本格的に増産する産地が出るとの見方も強い。需要量見通しや適正生産量の水準をは

じめ、これらをどう産地に浸透させるかも焦点だ。 

 

自民党 新農林インナーに聞く 

飼料米 交付金を堅持 2018年11月16日 日本農業新聞 

自民党農業基本政策検討委員長に就任した小野寺五典・前防衛相が本紙インタビューに応じた。 

米の需給安定に向けて今年度からの米の生産調整見直しの検証作業を進めるとともに、飼料用米への交付金の水

準を堅持する考えを示した。 

◆委員長就任の受け止めを。 

農業専門の議員になりたいと思い、若い頃は農林部会に随分出たが、党から与えられる仕事は外交が多かった。

回り道したが希望の分野で仕事ができてうれしい。 

農業をしっかり守り自立させていくことは、日本国民全員の利益となる。例えば、ガソリシ価格は今、上がって

いるが買わないわけにはいかない。日本ではほとんどとれないからだ。だが、農業は、国内の農家がしっかりや
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ってくれているから、輸入食料品に対して安全面などでこちらから注文を付けられる。 

◆米の生産調整見直し初年度の状況をどう評価するか。 

需給がどうなるかが大変心配されたが、一定の相場観で推移している。ただ、来年以降の米政策や天候次第で

大きく変動する可能性がある。一瞬たりとも気を許していけない。豊作基調だったらどうだったのかをよく考え

て対策をしておかないといけない。 

◆飼料用米の作付けが伸び悩んでいる。 

昨年、業務用米が不足すると報道され、飼料用米から主食用米に戻した産地も確かにあったが、このような状

祝が続くと主食用米の相場にも影響が出てくる。大切なのは農家が飼料用米と主食用米を選択でき、飼料用米を

選択しても十分採算が合う、今の交付金水準を維持することだ。 

米は連作障害が少ない。日本の環境にも合っている。飼料用米を含め、米や水田の利用価値を広げることは自給

率を高める意昧でも大事だ。 

◆年内に１１カ国による環太平洋連携協定（TPP11）が発効し、特別枠でオストラリア産米が入ってくる可能性が

ある。 

TPP１１が発行し、SBS（売買同時契約）米が入ってくる状況になった時の対策は制度としてあるので機能させ

ていきたい。需給バランスの中で緊急に施策を打たなければならない時も来るかもしれない。速やかに声が上げ

られる準備をしておくことが大事だ。 

◆米の需給安定にどう取り組むか。 

まずは米の需給状祝をしっかり把握する。米価紘一定水準にあるかもしれないが、収量が落ちた地域もある。

１０アール７５００円の米の直接支払交付金が廃止された影響もある。農家の所得は十分か、そこに思いをはせ

て米政策を検証する必要がある。来年に向け、どの産地の、どの銘柄がどの程度の取引価格で流通していくか。

（需給に関する）情報提供を緊密にして生産者がベストな選択ができるよう支援する。 

（聞き手・西野拓郎） 

 

衆院農水委 

米の生産調整見直しで農相 

初年度 丁寧に検証 

衆院農林水産委員会が１３日始まり、農政を巡る国会論戦が本格化した。 

吉川貴盛農相は、米の生産調整見直しに関し、初年度の状況を丁寧に検証する考えを強調。 

飼料用米助成について、安定的な予算確保に全力を挙げる考えを改めて示した。 

2018年11月14日（水） 日本農業新聞 

2018年産米の作付面積は138万6000ヘクタールで、前年比1万6000ヘクタール（1.2％）増となった。 

おおむね前年並みの面積となったが、立憲民主党の佐々木隆博副代表は「増産に向かう産地が出てくると心配

している人もいる」と指摘。 

「（数量配分を廃止して）一年目だからこそしっかり検証すべきだ」と強調した。 

吉川農相は「そういう懸念を持っている」と主食用米の増産が広がる可能性への危機感を示し、「しっかりと今

年を検証し、次年度につなげる」と強調した。 

飼料用米をはじめとする転作作物への助成について、財務省は削減を求めている。これに関して吉川農相は「し

っかり予算を確保し、水田フル活用を推進したい」との考えを示した。 

小里泰弘副大臣も「４年連続で米価が安定している。飼料用米をはじめ主食用米以外への作物への支援を安定

的に実施することが肝要」と強調。 

「必要な予算制度を確保したい」と述べた。いずれも自民党の藤原崇氏に対する答弁。 

１１カ国による環太平洋連携協定（TPP11）を巡り、立憲民主党の亀井亜紀子氏は、米国が復帰する前提で設定

されたセーフガード（緊急輸入制限措置）の発動基準値について「実質的に発動は不可能」と指摘。日米物品貿

易協定（TAG）交渉入りが決まったことで、TPP の米国復帰が見込めなくなったとして、「協定見直しを求めるの

か」と政府をただした。 

政府は、これまでも米国の復帰を促す方針を示し続けており、内閣官房TPP等政府対策本部の大角亨審議官は

「日米共同声明の段階で、米国を含むTPP12協定が発効する見込みがなくなったとは考えていない」と述べた。 

吉川農相は同日、参院農林水産委員会で所信を表明。担い手の育成・確保などを強調した。 
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コープネット（現在：コープデリ生活協同組合連合会） おいしさ探訪「産直お米育ち豚」より 
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コープネット（現在：コープデリ生活協同組合連合会） おいしさ探訪「産直お米育ち豚」より 
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コープネット（現在：コープデリ生活協同組合連合会） おいしさ探訪「産直お米育ち豚」より 
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コープネット（現在：コープデリ生活協同組合連合会） おいしさ探訪「産直お米育ち豚」より 
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鈴木養鶏場（大分県） 

 

秋川牧園（山口県） 

 

緑の農園（福岡県糸島市） 

 

  

平成３０年度 

 

第５回 飼料用米を活かす日本型循環畜産推進交流集会 

飼料用米多収日本一・畜産物ブランド日本一表彰式 

～飼料用米普及のためのシンポジウム２０１９～ 

２０１９年３月１５日（金） 東京大学・弥生講堂（シンポジウム・資料展示・試食会） 

sympo20190315@j-fra.or.jp (参加申し込み用 設定済) ホームページで案内します。 

 

第３回  コメ政策と飼料用米の今後に関する意見交換会 

編集作成：一般社団法人 日本飼料用米振興協会 

作成担当：理事・事務局長 若狹 良治 

作成月日：２０１８年１１月２８日（水）配布 

URL：http://www.j-fra.or.jp/ 

お問い合わせ先：postmaster@j-fra.or.jp 

非売品：意見交流会終了後、ホームページからダウンロードできます。

 


